
  

 
  

 
 

 
 
 
 

 小規模宅地と自社株の評価減が併用可能に 

Ｑ：今年の税制改正で、小規模宅地等の評

価減と自社株の評価減とが併用できるように

なると聞きましたが、本当ですか。 

 

Ａ：はい、ただし、一方の特例を適用上限

まで使いきっていない場合に、その使いきっ

ていない範囲内でのみ、他方の特例が受けら

れるということです。 

【解説】 

 自社株の評価減（特定事業用資産の評価減

の特例）とは、自社株を相続した場合に、一

定の要件のもとで10％の減額が受けられると

いうものです。 

 この特例は小規模宅地等の評価減との選択

適用とされていましたが、このたび両方の特

例の適用を受けられるよう改正されることと

なりました。ただし、単純な併用ではなく、

一方の特例を適用上限まで使いきっていない

場合に、その使いきっていない範囲で、他方

の特例の適用が受けられるということです。 

 たとえば、特定事業用宅地等（400㎡まで評

価減が受けられる）を300㎡だけ持っていて、

これについて小規模宅地等の評価減を受ける

と、適用上限の４分の３まで使うことになり

ますから、自社株の評価減については限度額

の４分の１だけ適用が受けられるというわけ

です。 

 なお、この他にも、対象となる株式の時価

総額が「10億円未満」とされていたのが「20

億円以下」に引き上げられるなど、適用要件

が緩和されることとなっています。 
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